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はじめに

ヨーロッパでは，「生涯教育」なのか，それとも「生涯学習」なのか。2009年
現在，ヨーロッパにおいて政策推進の際「生涯教育」を用いている例は見出
しがたい。一方｢生涯学習」に関しては,政策推進の顕著な例が挙げられる。
それは，欧州連合(EuropeanUnion,以下EUと略記）においてその行政府と
して位置付けられる欧州委員会(EuropeanCommission)(I)が，「生涯学習プ
ログラム」(LifelongLearningProgramme)という名の下に教育と訓練にかか
わる事業を推進していることである。その予算規模は,2007年から2013年の
間におよそ70億ユーロにもなっている。(2)
「生涯学習フ・ログラム」には，４つのサブ・プログラムが，人生の異なっ

た段階における教育訓練に焦点を合わせて設定されている。

初等中等教育(schools)には，コメニウスComenius
高等教育(highereducation)には，エラスムスErasmus
職業教育・訓練(vocationaleducationandtraining)には，
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成人教育(adulteducation)には，グルントヴイGrundtvig

それら４つは，従来それぞれに実施されてきたものの,2007年からは「生
涯学習プログラム」を構成する部分という位置づけとなっている。
４つのサブ・う。ログラムには，それぞれ数値目標が設定されている。コメ

ニウスでは,少なくとも300万人の生徒がプログラムの期間中に共同の教育活
動にかかわるべきとしている。エラスムスでは，学生の移動が開始以来合計
300万人に達するべきとしている。レオナルド・ダ・ヴィンチでは，う°ログラ
ム終了時までに事業所受け入れを年あたり８万人まで増やすべきとしている。
グルントヴィでは,毎年2013年までに成人教育にかかわる7,000人の移動を支
援すべきとしている。(3)
欧州委員会は，生涯学習の重要性を，端的に次のように説明する。「今日，

生涯学習は，社会に全面参加する機会を全ての人に可能とするとともに，就
労と成長においても鍵となる｡」(4)

政策推進の用語・概念としての「生涯教育」

さて，ヨーロッパにおいても，「生涯教育」がかつて政策推進でのキーワー
ドであった。
そもそも「生涯教育」は，ヨーロッパ発の概念である。政策用語としての
始まりは,1955年にフランスでeducationpermanente(ずっと継続する教育）
を導入したことである。その導入は,1947年のランジュバン・ワロン教育改
革案の一般原則６番目に「学校卒業後における民主教育継続の原則」を受け
たものであった(5)。
そのeducationpennanenteは，語義を拡げた上で，その概念が世界共通化す
る。l965年12月にパリで開催されたユネスコ成人教育推進委員会において，
「教育は，大人になるための準備としての児童・青年期に行われるものに限
定すべきでなく，生涯にわたって続けられるべきである」(6)と提唱された。
その時，ボール・ラングラン(PaulLengrand)が，ユネスコの成人教育課長
となり,educationpennanenteなる言葉とその概念の普及を主導していた。
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その提唱の背景には，次のような時代状況があった。1960年代後半，産業
先進諸国は，義務教育の全入をほぼ達成し，それより上の段階での就学率も
かなり高まっていた。しかしながら，人生の初期段階の学校教育だけで立ち
ゆかない数多くの問題点が噴出していた。たとえば，ちょうどその時期，ア
メリカ，フランスに端を発した学生運動が，世界各地に拡大していた。
educationpermanenteなるフランス語は，英語版ではlife-longeducationや
life-longintegratededucationとなった。ユネスコはlife-longintegratededucation
（生涯にわたる統合された教育）を公式に用い，ラングラン自身は，自著の
英語版でlifelongeducationを用いていた。そして，日本語では，「生涯教育」
が定訳となった。
「生涯教育」をテーマとする国際会議が数多く開かれ，第l5回ユネスコ総

会においては,1970年「国連国際教育年」におけるl2個の課題の一つとして
「生涯教育」が採択された。
そのl970年にユネスコは，教育制度の根本的改革案を打ち出すことを目的
に，教育開発国際委員会を発足した。その委員長は，フランスの元教育大臣
のエドガー･フォール(EdgarFaure)であった｡教育開発国際委員会は,1960年
代から各国で進められていた教育改革の現状を把握するための現地調査や会
議を実施し，収集した情報をもとに現代社会の要請に対応した教育制度を構
想した。
1970年ll月には，ユネスコ本部はラングランによる『生涯教育入門』を刊

行し，「生涯教育」という考え方が，噴出する問題を解決するために有効とな
ると改めて提言した(7)。教育開発国際委員会では，この『生涯教育入門』を
基礎としながら,1972年にその報告書である『未来の学習』（原題Lem･"腕gro
Be:7ｿie""or/dqfEＺ血cα"o"7bd上Zyα"ｄ乃加orrow，別称『フォール・レポー
ト』)(8)を刊行した｡(9)
ところが，「生涯教育」が政策用語として次第に前面に出なくなってきた。

その直接の理由は，なかなか特定しにくいものの，次のような証言がある。
教育開発国際委員会の事務局で管理職にあったアッシャー・デロン(Asher
Delon)は，『フォール・レポート』の内容をふりかえって,1996年に次のよ
うに述べている。「教育開発国際委員会は，生涯教育を就学・成人教育・継続
的職業訓練の過程とは見なしてはなかった｡」「また，教育に期待しすぎて，
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経済的･政治的条件を十分に考慮しなかったことがあろう｡｣｢個々人の間や，
民族間，社会階層間，そして国家間においてますます増大する教育の格差を
見過ごしたことも，現実性を欠き，後に失望を招くこととなった｡」('0）
また，ユネスコで，ラングランの後任として生涯教育部門の責任者となっ

たのは，イタリア人のエットーレ･ジェルピ(EttoreGelpi)であった。彼は，
生涯教育を，「解放の教育」として展開した。それは，既存社会制度に対して
ラジカルな改革志向が相当に強いものであった｡(''）
欧州委員会においても，生涯教育(lifelongeducation,educationpermanente)
を使用することは，非常に限られるものとなった('2)。
ただ，『未来の学習』では，「生涯教育」から「生涯学習」への転換を萌芽

する内容が織り込まれていることは，指摘しておきたい。すなわち教員や教
育機関でなく，個人としての学習者に焦点化しているのである(13)｡そもそも，
報告書の原題からして,Leqr"腕groBeであり「学習」が前面に出ていること
から分かるように，「教育」から「学習」へと焦点が移動している。

ヨーロッパにおける「生涯学習」の主流化

「生涯学習｣がヨーロッパにおいて政策推進の概念として前面に出たのは，
1990年代になってからである。その際大きな役割を果たしていたのが，欧州
委員会であった。l994年とl995年の２つの白書では，「生涯学習」を重要概念
として取り入れた。そして,EUに加え３カ国が参加したl996年「ヨーロッ
パ生涯学習年」によって，「生涯学習」が政策用語として急速に主流となった
のである('4)。
その動きは，ユネスコとも連動していた。教育をめぐる課題を明らかにし

た上で，政策決定者に対し21世紀へ向けた教育改革の提言を行うことを目的
とする委員会として,1993年にユネスコが再度結成したのが「21世紀教育国
際委員会」であった。同委員会は，２年余りの間，世界各国の教育の現状を
調査し，かつ教職員組合，非政府組織等の組織･団体とも意見交換をした上，
その成果をl996年に『学習：秘められた宝』(Leq,･"伽g:7We7》℃ａｓ脚花肪伽"）
として取りまとめた。その取りまとめ時の委員長が欧州共同体の議長を終え
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たジャック・ドロール(JacquesDelors)であったので，『ドロール・レポー
ト』がその別称となっている。同委員会では，「生涯を通じた学習」(learning
throughoutlifb)という言葉遣いを提起し，その定義を「人の生涯と同じ長期
にわたり，社会全体へ拡がりをもった連続体としての教育」とした('5)。
ただ,learningthroughoutlifeでな<lifelonglearningの方が広まることと
なった。現在生涯学習論を世界的に主導する研究者とされるジョン・フィー
ルド(JohnField)は,lifelonglearningなる言葉と概念の急速な広がりについ
て，ユネスコでなく，欧州委員会の動きから説明をしている('6)。
以降，「生涯学習」に関して理念を行動へと移そうとするEUの施策が，他
の主要政策とも連動しつつ進んでいる。具体的には2000年の「生涯学習のメ
モランダム｣,2001年の「ヨーロッパ学習エリア」の発表などがそれにあた
る。('7）
周知の通り，日本では,1960年代後半から用いられてきた「生涯教育」が，
1980年代から「生涯学習」が行政用語となり，さらにはl990(平成2)年に
「法律用語」となった。一方，ヨーロッパにおいて，「生涯学習」にあたる
lifelongleamingなる概念が広まっていくのは，以上のように日本よりかなり
遅れることになったのである。

欧州委員会における「生涯学習」概念の分析一作業３言語の比較検討から-

ところで，欧州委員会が「生涯学習う°ログラム」(LifelongLearning
Programme)における取り組み対象をeducation(教育）だけに必ずしも限定
していないことには，留意する必要がある。
そこで，欧州委員会において３つの作業言語となっている英語･フランス
語・ドイツ語で同一内容とされる説明資料を比較検討することによって,その
状況を浮き彫りにしていきたい。まず表題である「生涯学習プログラム」に
ついては，それぞれ次のようになっている。
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英語LifelongLearningProgramme
フランス語Programmed'educationetdefbnnationtoutaulongdelavie
ドイツ語ProgrammfiirLebenslangesLemen

英語は,Programmeという綴りからわかるように，イギリス英語である。
とはいえ，英語は，国際共通語としての機能が大きくあり，ヨーロッパ他言
語との対訳においても当然一番多く使用される。そのため，英語名称を簡明
に設定しておくことで，言葉の移し替えの際の困難さを低めておくことが不
可欠となる。
フランス語では，語数の多い説明的な言葉遣いとなっている。敢えて直訳

すれば「生涯全体にわたる教育と（人間）形成」となろう。欧州委員会は，
政策推進機関である以上，フランス語の一般的な使用者にピンと来るように
政策概念に伝えようとしなくてはならない。結果として「学習」にあたるフ
ランス語を使っていない。その一方で,1955年に自国で政策用語となりユネ
スコでも用いてきたeducationpermanenteは，「ずっと継続する教育」という
元々の語義からすれば，就学前を意味内容に含めるのには難がある。また，
職業教育に関しては，日本語で直訳すれば「職業についての（人間）形成」
となるfbnnationprofessionnelleをフランス語で用いる。かみ砕いて言えば｢職
業を身に付けさせること」とか「職業人としてものにすること」といった意
味となり，「職業訓練」と和訳するのが適切な場合もある。このfbrmation
professionnelleなる熟語一つがあれば，日本で「職業教育」と「職業能力開発」
とを省庁の所管の違いによって敢えて区分しているような状況とは異なり，
フランス語では十分である。ところがそうなると，通常fbnnationを用いてい
るからこそ,educationを用いにくくなる。以上のような事情によって，語数
が多く説明的な言葉遣いで提示されることになる。
ドイツ語においては,1990年代半ばからlebenslangesLernen(生涯学習）と

いう用語が一般に流布するようになった。たしかに1990年代初めまでは，
lebenslangesLernenという言葉遣いには，「終身刑の」「刑罰が生涯にわたる」
という含意があり，刑務所での生涯にわたる学習という響きがあった。その
ため，当時のドイツ人の教育関係者は,lebenslangesLernenを使用してこな
かったといえる。ところが，そのような状況は，大きく変化した。その理由



生涯教育から生涯学習へ１８１

としては,l人１人の人生(Leben,l ife)や生涯(lebenslang)に即した学習
という考え方が理解されるようになったことがある。この新たな意味概念は，
EUにおける政策推進とともに，ドイツで主流となるキーワードとなってき
た。('8）
また，「生涯学習プログラム」が対象とする領域は，それぞれ以下の言葉遣
いで説明している。

英語
フランス語
ドイツ語

educationandtraining
educationetfbrmation
allgemeinenundberunichenBildung

英語では,education(教育）そしてtraining(訓練・研修・養成・練習といっ
た意味内容を含む）である。フランス語においては,前述の通りeducation(教
育）とfbrmation((人間）形成・訓練）である。ドイツ語のallgemeinenund
bemnichenBildungを直訳すれば「一般･普通的陶冶および職業陶冶」となる
が,Bildungには教育・教養・人間形成・訓練をも含み込む幅広い意味範囲が
あるので，日本語で一般的な言葉にすれば「一般･普通教育と職業訓練（・教
育・能力開発)」となろう。
以上のように各言語いずれの意味範囲においても，使用する言葉たちにつ
いて読み手側の意味理解の範囲を十分想定しつつ，「生涯学習」の意味内容を
従来型の「教育」よりも広く設定している。
また，そうすることで，学校教育を始めとする従来正統とされてきた以外
の学びをも取り組みに組み込んでいることがわかりやすくなる。加盟国間で
能力認証資格読み替えをもっと可能にし，生涯にわたる学習を促進するため
に導入されている「ヨーロッパ資格枠組み」(EuropeanQualifications
Framework,略称EQF)(19)でも，従来正統とされてきた以外の学びを組み込
むことは，当然となっている。
なお，日本において見られるように，「教育に強制性があって，学習が自主

性である」というニュアンスがあることで「教育」という用語を用いる場合
を限定し「生涯教育」という表現を「生涯学習の支援」といった言い回しに
変えるような傾向は，少なくとも「生涯学習プログラム」においては見られ
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ていない。

同じ言語である同じ国内における取り扱いの違い
-連邦国家イギリスの例一

さて,各国レベルでの政策用語としての取り扱いは,どうなっているのか。
今回は筆者が少なくとも他国よりは事情がわかるイギリス連合王国を採り上
げて検討することにしたい。
欧州委員会の｢生涯学習プログラム｣は,イギリス連合王国では,ブリティッ
シュ・カウンシルと大手調査会社であるECOTECとが共同して，イギリス連
合王国における運営をしている。(20）
とはいえ,EUが主導する「生涯学習プログラム」が，イギリスの教育（生

涯学習)政策上の全てを包括するものでない｡イギリスの中央行政において，
「生涯学習プログラム」は，あくまでもEUの補助金事業という位置づけで
ある(2')。
さて，「生涯学習(lifelongleaming)」という言葉が，イギリス連合王国で

政策用語として前面に出るのは,1997年ブレア労働党政権になってからであ
る。いや，それまで「生涯教育」(lifelongeducation)をキーワードにした国
による政策推進もなかったと言える。
「生涯学習(lifelongleaming)」を前面に出した政策は,1998年の緑書『学

習する時代』(GreenPaperWieLeqP･"伽g4ge)で提示された。同緑書には，当
時教育雇用大臣であったデイヴィッド・ブランケット(DavidBlunkett)の巻
頭言を含め，「生涯学習(lifelongleaming)」が政策推進のキーワードとして
多数登場して，その第４章には，欧州委員会からの影響が明示されてい
る。(22）
この緑書『学習する時代』で示された政策方針は，イギリス連合王国を構

成する４地域(FourNations)であるイングランド・スコットランド・ウェー
ルズ・北アイルランドに基本的に適用されることとなった。
ところが，連邦国家であるイギリス連合王国では，教育・訓練に関して自

治の度合いが大きい。「生涯学習(lifelongleaming)」に関して，それぞれ行
政上の取り扱いがどうなっているのであろうか。４地域の状況をそれぞれ示
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していく。
ウェールズが，中でも最も政策として前面に出しているといえる。自治行

政府であるウェールズ議会行政府(WelshAssemblyGovernment)における所
管省庁が,児童･教育･生涯学習・スキル省(DepartmentofChildren,Education,
LifelongLeamingandSkills)となっている。そこでの「生涯学習」の政策的
焦点は，基本的にスキル形成となっている｡(23）
また，スコットランド自治政府(ScottishGovernment)も，その教育・訓

練政策上のトピック８つの一つとして「生涯学習」(Lifelonglearning)を挙
げている。(24）
その政策方針は，次の通りである。

生涯学習
スコットランド自治政府は，どのような年齢にあってもあらゆる人に
とって学習が確実に開かれていることを要求する。
その際政策として率先して取り組む範囲は，スコットランドの人々の
スキルを培い向上させることを目指すものとするのが適切である｡また，
プログラムは，成人の識字と数的基礎学力(adultliteracyandnumeracy)
を支え，かつ特別なニーズのある人々への機会を設けるものである。(25）

たしかに，ここでの政策対象は，はっきりしている。ただ，範囲がかなり
限定されていると言わざるを得ない。
とはいえ，もう一つのトピックとして示される「スコットランドのための

スキル(SkillsfbrScotland)」では,｢2007年に公にした「生涯スキル戦略」
(LifelongSkillsStrategy)が，生涯学習という文脈(lifelonglearningcontext)
の中，揺りかごから墓場までにわたるスコットランド自治政府のスキルに関
する大いなる志を設定している」(26)と明記している。
一方，イングランドにおいては，「生涯学習」(lifelongleaming)の名の下
では，直接的な政策が見出しがたい。1997年以来の労働党政権においては，
年齢層を限定した教育訓練施策がほとんどであって，生涯学習という文言の
もとでの政策推進がやりにくいという事情がある。また，イングランドは，
欧州委員会が提唱することに簡単には乗りにくい。イングランドにおける中
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央行政は，ロンドンの中央政府が直接管轄する。したがって，国家主権とEU
との折り合いに腐心して政策を打ち出す必要があり,EU機関である欧州委
員会の方針に簡単に乗つかるわけにはいかないのである。
北アイルランドでは,1999年に『生涯学習：全ての人のための新たな生涯
文化』(L"o"gLeqj･"j"g:4NewL"o"gC"伽花/br4")が，北アイルランド
教育･訓練担当大臣(MinisterfbrEducationandTTaininginNorthernlreland)が
巻頭言を執筆した政策文書として，公になった。それには，前述の緑害『学
習する時代』を受けて，作成された旨が明記されてもいる。（27）
また，自治政府の中枢となる首相・副首相府(OfficeoftheFirstMinisterand

deputyFirstMinister(OFMDFM))が，北アイルランドにおける政策決定に関
して,EUの大きな影響があることを全面的に認識している(28)。
とはいえ，北アイルランドにおける教育行政は，現在イングランドとの相

違が一番小さいとされる。北アイルランドにおける政策推進において，「生涯
学習」が，以降前面に出ていない状況が続いている。
対照的に，ウェールズとスコットランドの自治政府は，ロンドンの中央政
府との独自性を出すのに,EUの政策方針を取り込む傾向が大きくなってい
る。lifelongleaming(生涯学習）なる言葉の政策的取り扱いも，そのような
理由が一因となって異なってくるのかもしれない。

おわりに

以上，ヨーロッパにおいて「生涯教育」「生涯学習」が政策推進に際して使
われてきた（こなかった）状況を，相当に限定した範囲ではあるとはいえ，
紹介・検討してきた。ヨーロッパ全体については欧州委員会の動向を見ただ
けであり，また国単位に関してはイギリス連合王国の中央行政と地域政府に
関して触れたに過ぎない。他のヨーロッパ各国における状況は，扱っていな
い。また，都道府県・市町村レベルに相当する取り組みには，全く触れてい
ない。そして，現場レベルにおいて「生涯学習」の言葉や概念の浸透はどこ
まで進んでいるか，これは当然なによりも重要な課題として残っている。
とはいえ，ヨーロッパ全体という視点から見れば，「生涯教育」「生涯学習」
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の取り扱いについて，端的かつ統一的に整理した理解に至ることは，容易で
ないとは言えよう。その根拠としては，そもそもEU自体が各国の主権を大
前提として存在しており，強制力を行使する場合は限定されていることがあ
る。教育・訓練(educationandtraining)に関する政策においても,｢EUの役
割は，条約に基づいて支援するというものとなる。各参加国政府は，自らの
教育･訓練の制度を取り仕切った上で,EUという枠組みの中での共通目標を
達成するために協力をする｡」(29)という状況である。さらに，イギリス連合王
国内４地域には，かなり大きな自治がある。「生涯学習」(lifelongleaming)
なる言葉や概念の取り扱いに政策上大きな違いが出てくるのも不思議でない。
したがって，このような違いや多様性がヨーロッパ全体にわたってそれぞれ
の取り組みにおいて存在することだけは，確信を持って筆者は申し述べる次
第である。(30）
最後に，「生涯教育」から「生涯学習」への移行が時間的に先行した日本か
らの影響がヨーロッパにおいてどの程度あるのかは，きわめて興味深い課題
である。
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